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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH29決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 2.5 ▲ 3.3 0.4 ▲ 1.1

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 0.9 3.2 ▲ 8.7 4.0

⑤組合等負担等額 ▲ 38.7 106.6 58.6 26.5

⑥債務負担行為 0.0 3.5 ▲ 0.7 ▲ 2.1

⑦一時借入金 ▲ 31.7 ▲ 22.6 240.0 ▲ 68.8

元利償還金等(a) 1.8 ▲ 1.2 ▲ 1.3 ▲ 0.1

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 8.7 ▲ 5.3 5.8 6.5

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） ▲ 2.5 ▲ 1.2 ▲ 1.8 ▲ 6.2

事業費補正（準元利）

密度補正（元利） ▲ 2.5 ▲ 0.1 ▲ 1.5 ▲ 2.0

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) 2.1 ▲ 2.9 1.5 ▲ 0.4
※H26決算以降は元利と準元利の合算額です。

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

1.4 1.4 ▲ 5.3 0.5

0

H29決算

2,038,095

0

11.82952984 11.9%35.94479253  / ３ ＝

913,424

566,014

22,391

293,760

1,155,132

H29決算

H29決算

69

2,920,329

73,117

1,765,197

835,561741,608714,849

481,394

5,422

930,024941,319

H27決算

1,155,132

9,851,370

H25決算 H26決算 H27決算 H28決算

2,059,7772,051,034

0 0

2,069,182

1,213,127

74,619

1,747,401

H28決算

75,769

856,519

1,772,894

H26決算

782,995

0

2,995,954

1,195,828

2,120,760

4,301

H25決算

1,178,871

1,763,899 1,800,126

H26決算

73,486 75,812

2,942,770

291,921 291,923

平成28年度

1,765,197
11.72559756%

11.9%

11.72559756

＝

H29決算単年
度の実質公債

費の比率 1,765,197

－

平成29年度
の実質公債

費比率

－

(H27単年度の実質公債費比率)

(H28単年度の実質公債費比率)

(H29単年度の実質公債費比率)

12.38966514

8,816 5,401

572,728 577,786

0

小郡市

平成25年度

13.0%

平成26年度

12.6%
実質公債費比率

1,149,110

＝
2,920,329

11,616,567

12.3%

＝
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484,447
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H28決算
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H25決算
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0

0 0 0

11,156 17,694
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12.2%

＝

◎ 実質公債費比率の状況と推移



15 　　　小郡市
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 3.4 4.3 0.6 3.0

普通交付税額 ▲ 7.4 ▲ 1.0 0.4 ▲ 4.0

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 7.3 ▲ 11.6 ▲ 13.6 3.4

標準財政規模(c) ▲ 0.7 1.5 ▲ 0.5 1.1

算入公債費等の額(b) 2.1 ▲ 2.9 1.5 ▲ 0.4

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 1.2 2.4 ▲ 0.8 1.4

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

2.7 ▲ 0.9 ▲ 4.5 ▲ 0.9

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）



16 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH29決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 11.0 ▲ 8.6 ▲ 13.3 ▲ 2.2

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 3.6 ▲ 10.2 3.8 ▲ 2.9

⑤組合等負担等額 156,075.6 ▲ 1.2 3.4 16.0

⑥債務負担行為 ▲ 100.0 ▲ 11.7 ▲ 18.4 ▲ 23.3

⑦一時借入金

元利償還金等(a) ▲ 7.4 ▲ 8.0 ▲ 8.2 0.3

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 7.7 ▲ 1.9 6.0 6.7

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） ▲ 2.1 ▲ 6.7 ▲ 16.5 ▲ 11.2

事業費補正（準元利）

密度補正（元利） ▲ 1.3 ▲ 1.4 ▲ 0.8 ▲ 0.2

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) 2.3 ▲ 4.4 ▲ 5.5 ▲ 1.4
※H26決算以降は元利と準元利の合算額です。

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 25.6 ▲ 17.3 ▲ 16.1 6.0

0

H29決算

2,279,423

0

5.08913185 5.5%16.53886888  / ３ ＝

1,217,466

672,847

592,329

99

863,719

H29決算

H29決算

0

3,544,698

39,512

2,680,979

1,560,5591,380,4221,274,165

763,920

31,870

1,457,5481,562,590

H27決算

863,719

16,061,400

H25決算 H26決算 H27決算 H28決算

2,331,1372,687,303

0 0

3,303,952

971,036

39,590

2,877,886

H28決算

39,916

1,080,908

2,719,817

H26決算

1,407,139

0

4,184,579

1,174,358

2,941,606

3,513

H25決算

1,577,906

2,943,415 3,010,221

H26決算

37,527 40,492

4,521,321

500,080 179

平成28年度

2,680,979
5.37760718%

5.5%

5.37760718

＝

H29決算単年
度の実質公債

費の比率 2,680,979

－

平成29年度
の実質公債

費比率

－

(H27単年度の実質公債費比率)

(H28単年度の実質公債費比率)

(H29単年度の実質公債費比率)

6.07212985

320 499,762

716,969 743,032

0

筑紫野市

平成25年度

11.3%

平成26年度

9.4%
実質公債費比率

814,858

＝
3,544,698

18,742,379

7.8%

＝

H27決算

0 0 0 0

832,420

667,536 692,858

H28決算

1,462,761

H25決算

158 129

3,534,6753,848,922

0

0 0 0

493,925 510,551

平成27年度 平成29年度

6.2%

＝

◎ 実質公債費比率の状況と推移



16 　　　筑紫野市
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 3.7 2.6 3.0 1.2

普通交付税額 ▲ 6.6 ▲ 2.7 ▲ 7.1 ▲ 7.3

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 13.0 ▲ 8.1 ▲ 21.6 6.4

標準財政規模(c) 0.0 0.7 ▲ 0.7 0.1

算入公債費等の額(b) 2.3 ▲ 4.4 ▲ 5.5 ▲ 1.4

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 0.5 1.7 0.1 0.3

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 25.2 ▲ 18.7 ▲ 16.2 5.7

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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16,061,40015,731,721

H26決算
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単年度の実質
公債費の比率
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百万円

元利償還金等（ａ）の総額及び内訳
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百万円

一般会計等の負担額及び実質公債費比率

一般会計等の負担額

実質公債費比率（３ヶ年平均）

実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）



17 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH29決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 3.3 ▲ 12.0 ▲ 5.5 10.6

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 ▲ 2.1 9.9 ▲ 23.3 ▲ 27.6

⑤組合等負担等額 ▲ 1.5 ▲ 61.4 445.1 ▲ 97.1

⑥債務負担行為 9.2 102.2 28.5 ▲ 24.7

⑦一時借入金 ▲ 42.8 517.2 ▲ 95.3    皆減

元利償還金等(a) 2.5 ▲ 7.8 ▲ 6.4 1.7

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 9.9 ▲ 7.4 5.2 8.1

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） 1.8 ▲ 1.5 ▲ 10.1 ▲ 0.7

事業費補正（準元利）

密度補正（元利） 0.5 5.6 0.8 1.9

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) 6.1 ▲ 4.7 ▲ 1.6 4.5
※H26決算以降は元利と準元利の合算額です。

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 13.7 ▲ 24.8 ▲ 39.5 ▲ 30.1

H25決算

67,208 86,354

2,506,5412,676,774

0

0 0 0

8,869 48,343

平成27年度 平成29年度

1.9%

＝

H27決算

173 99 611 29

606,740

479,767 367,922

H28決算

1,334,748

春日市

平成25年度

3.6%

平成26年度

3.1%
実質公債費比率

201,892

＝
2,548,455

19,302,457

2.6%

＝

平成28年度

2,407,333
0.83528242%

1.3%

0.83528242

＝

H29決算単年
度の実質公債

費の比率 2,407,333

－

平成29年度
の実質公債

費比率

－

(H27単年度の実質公債費比率)

(H28単年度の実質公債費比率)

(H29単年度の実質公債費比率)

2.00768346

23,350 23,004

446,001 436,663

0

H26決算

1,369,257

0

2,901,750

444,097

2,408,744

2,184

H25決算

514,557

2,316,471 2,457,653

H26決算

35,352 37,738

2,831,028

30,448 33,240

H27決算

141,122

16,895,124

H25決算 H26決算 H27決算 H28決算

2,003,8932,120,319

0 0

2,331,056

333,784

40,178

2,342,990

H28決算

39,855

923,672

2,304,649

1,268,6061,230,168

425,721

16,306

1,034,5291,050,658 929,723

266,352

1,419

64,985

141,122

H29決算

H29決算

0

2,548,455

40,929

2,407,333

1,442,732

0

H29決算

2,215,699

0

1.20176928 1.3%4.04473516  / ３ ＝

◎ 実質公債費比率の状況と推移



17 　　　春日市
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 3.5 3.9 4.3 0.1

普通交付税額 ▲ 3.7 3.0 ▲ 5.4 1.2

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 9.4 ▲ 5.2 ▲ 15.6 10.8

標準財政規模(c) 0.7 2.9 0.7 1.0

算入公債費等の額(b) 6.1 ▲ 4.7 ▲ 1.6 4.5

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 0.1 4.1 1.0 0.6

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 13.6 ▲ 27.8 ▲ 40.1 ▲ 30.5

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。

単年度の実質
公債費の比率
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一般会計等の負担額及び実質公債費比率
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）



18 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH29決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 13.9 ▲ 14.0 ▲ 10.5 ▲ 1.6

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 2.5 ▲ 4.4 3.3 0.5

⑤組合等負担等額 6.1 17.5 90.4 ▲ 67.9

⑥債務負担行為 3.8 21.2 20.1 ▲ 19.7

⑦一時借入金

元利償還金等(a) ▲ 11.1 ▲ 11.5 ▲ 6.1 ▲ 3.3

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 9.0 ▲ 4.7 5.1 9.2

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） ▲ 2.5 ▲ 5.4 ▲ 8.6 ▲ 5.4

事業費補正（準元利）

密度補正（元利） ▲ 1.5 ▲ 0.5 ▲ 0.3 1.5

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) 2.6 ▲ 5.0 ▲ 2.0 2.1
※H26決算以降は元利と準元利の合算額です。

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 47.9 ▲ 45.7 ▲ 44.0 ▲ 90.8

0

H29決算

2,089,887

0

1.05058098 1.0%3.06321936  / ３ ＝
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0 0
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2,734,520

H28決算

46,279
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2,680,558

H26決算

1,359,069

0

3,422,834

544,916

2,760,616

3,587

H25決算

1,045,607

2,804,279 2,877,918

H26決算

43,672 46,530

3,849,886

70,255 72,944

平成28年度

2,737,111
0.09644115%

1.0%

0.09644115

＝

H29決算単年
度の実質公債

費の比率 2,737,111

－

平成29年度
の実質公債

費比率

－

(H27単年度の実質公債費比率)

(H28単年度の実質公債費比率)

(H29単年度の実質公債費比率)

1.91619723

25,609 27,183

548,455 562,091

0

大野城市

平成25年度

8.0%

平成26年度

6.1%
実質公債費比率

165,914

＝
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18,640,073

4.1%

＝

H27決算

0 0 0 0
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H28決算
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0
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＝

◎ 実質公債費比率の状況と推移



18 　　　大野城市
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 1.7 2.4 5.2 1.1

普通交付税額 ▲ 5.4 2.4 ▲ 7.0 ▲ 3.3

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.8 ▲ 10.1 ▲ 16.2 8.1

標準財政規模(c) ▲ 0.2 1.3 1.6 0.9

算入公債費等の額(b) 2.6 ▲ 5.0 ▲ 2.0 2.1

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 0.8 2.5 2.2 0.7

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 47.5 ▲ 47.0 ▲ 45.2 ▲ 90.8

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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元利償還金等（ａ）の総額及び内訳
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH29決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 4.7 5.4 ▲ 0.1 ▲ 4.2

②積立不足額 0.0 0.0 0.0 0.0

③満期一括償還債 0.0 0.0 0.0 ▲ 20.0

④公営企業債等繰入額 2.1 ▲ 5.5 ▲ 5.8 ▲ 6.2

⑤組合等負担等額 1.3 ▲ 0.7 ▲ 12.8 ▲ 65.8

⑥債務負担行為 4.2 ▲ 3.9 8.4 0.8

⑦一時借入金

元利償還金等(a) 3.8 2.2 ▲ 1.9 ▲ 12.2

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 5.4 2.2 1.3 0.2

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） ▲ 3.9 ▲ 4.3 ▲ 8.3 ▲ 17.6

事業費補正（準元利）

密度補正（元利） ▲ 44.3 ▲ 24.0 ▲ 1.3 4.7

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) 1.4 ▲ 0.2 ▲ 1.7 ▲ 4.8
※H26決算以降は元利と準元利の合算額です。

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

   皆増 110.9 ▲ 6.0    皆減
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＝
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＝
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＝
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－
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◎ 実質公債費比率の状況と推移



19 　　　宗像市
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 2.3 3.4 3.4 0.7

普通交付税額 ▲ 4.8 0.1 ▲ 2.6 ▲ 4.2

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.6 ▲ 9.7 ▲ 20.5 2.4

標準財政規模(c) ▲ 1.0 1.2 ▲ 0.4 ▲ 0.9

算入公債費等の額(b) 1.4 ▲ 0.2 ▲ 1.7 ▲ 4.8

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 1.6 1.5 ▲ 0.1 0.0

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

   皆増 107.7 ▲ 5.9    皆減

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH29決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 6.5 ▲ 8.9 9.4 4.1

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 1.7 ▲ 0.8 ▲ 1.4 ▲ 13.7

⑤組合等負担等額 皆減    皆増 2,464.8 61.9

⑥債務負担行為 ▲ 10.7 ▲ 5.0 ▲ 2.5 ▲ 4.6

⑦一時借入金 皆増    皆減

元利償還金等(a) ▲ 4.7 ▲ 6.4 8.4 0.5

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 8.4 ▲ 9.3 4.5 10.6

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） 10.7 ▲ 2.6 ▲ 9.0 ▲ 3.1

事業費補正（準元利）

密度補正（元利） ▲ 1.1 ▲ 1.5 ▲ 0.9 ▲ 0.2

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) 9.3 ▲ 6.1 ▲ 2.1 4.3
※H26決算以降は元利と準元利の合算額です。

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

   皆減    皆増 ▲ 44.4

0

H29決算

1,274,417

0

1.24777919 0.5%1.62020427  / ３ ＝
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＝

H29決算単年
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◎ 実質公債費比率の状況と推移



20 　　　太宰府市
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 1.4 3.7 4.3 0.3

普通交付税額 ▲ 0.3 3.3 0.2 0.1

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 1.3 ▲ 9.2 ▲ 17.5 10.0

標準財政規模(c) 0.7 2.4 1.5 0.9

算入公債費等の額(b) 9.3 ▲ 6.1 ▲ 2.1 4.3

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 0.6 3.9 2.1 0.3

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

   皆減    皆増 ▲ 44.6

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH29決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 8.3 ▲ 6.0 ▲ 0.2 4.6

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 6.8 6.7 2.1 6.9

⑤組合等負担等額 ▲ 13.4 6.1 ▲ 12.7 ▲ 62.4

⑥債務負担行為 0.1 0.1 3.3 12.5

⑦一時借入金

元利償還金等(a) ▲ 5.9 ▲ 1.5 ▲ 1.3 ▲ 2.9

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 9.2 ▲ 3.9 7.1 1.8

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） ▲ 3.4 0.4 ▲ 4.3 ▲ 23.4

事業費補正（準元利）

密度補正（元利） ▲ 1.7 ▲ 2.0 ▲ 1.5 0.5

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) 2.1 ▲ 1.6 0.9 ▲ 11.1

※H26決算以降は元利と準元利の合算額です。

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 25.1 ▲ 1.0 ▲ 8.4 26.4

0
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5.98059665%
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＝

H29決算単年
度の実質公債

費の比率 1,506,726

－

平成29年度
の実質公債

費比率

－

(H27単年度の実質公債費比率)
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＝
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◎ 実質公債費比率の状況と推移
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 1.2 1.7 2.6 2.3

普通交付税額 ▲ 5.5 5.0 ▲ 1.3 ▲ 8.0

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.2 ▲ 6.2 ▲ 18.8 ▲ 1.0

標準財政規模(c) ▲ 1.2 1.9 ▲ 0.1 ▲ 0.5

算入公債費等の額(b) 2.1 ▲ 1.6 0.9 ▲ 11.1

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 1.7 2.5 ▲ 0.2 1.3

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 23.8 ▲ 3.4 ▲ 8.2 24.7

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH29決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 2.8 0.6 0.0 11.0

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 9.1 ▲ 8.9 26.1 8.8

⑤組合等負担等額 4.0 ▲ 7.2 ▲ 13.7 ▲ 70.9

⑥債務負担行為 6.0 0.1 10.4 2.2

⑦一時借入金

元利償還金等(a) 4.1 ▲ 1.9 3.0 1.8

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 8.4 0.3 ▲ 1.2 2.1

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） 0.8 ▲ 5.7 ▲ 8.0 ▲ 11.9

事業費補正（準元利）

密度補正（元利） ▲ 33.5 ▲ 18.4 10.6 20.2

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) 5.4 ▲ 1.8 ▲ 3.2 ▲ 1.9
※H26決算以降は元利と準元利の合算額です。

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 0.9 ▲ 2.4 29.0 13.5

0

H29決算

2,056,274

0

6.58664492 6.3%19.04445926  / ３ ＝
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＝
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－
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－
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◎ 実質公債費比率の状況と推移



22 　　　福津市
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 7.0 4.6 4.7 2.9

普通交付税額 ▲ 2.2 0.3 ▲ 2.3 ▲ 0.5

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 8.4 ▲ 6.0 ▲ 15.7 10.1

標準財政規模(c) 2.1 2.1 0.7 2.0

算入公債費等の額(b) 5.4 ▲ 1.8 ▲ 3.2 ▲ 1.9

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

1.3 3.0 1.6 2.8

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 2.2 ▲ 5.3 27.0 10.4

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH29決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 4.7 ▲ 1.5 ▲ 5.7 2.9

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 10.7 2.9 0.7 26.4

⑤組合等負担等額 ▲ 6.1 2.7 2.3 2.8

⑥債務負担行為 ▲ 59.2 4.1 ▲ 41.4 1.9

⑦一時借入金

元利償還金等(a) ▲ 0.2 ▲ 0.1 ▲ 5.0 8.3

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 8.4 ▲ 0.6 ▲ 6.3 6.3

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） ▲ 2.0 0.3 ▲ 1.5 ▲ 2.8

事業費補正（準元利）

密度補正（元利） 12.7 0.6 1.3 ▲ 1.0

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) 5.0 ▲ 0.3 ▲ 4.8 3.4
※H26決算以降は元利と準元利の合算額です。

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 11.6 0.6 ▲ 5.4 20.9
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＝
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＝
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度の実質公債
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－
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費比率

－
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◎ 実質公債費比率の状況と推移



23 　　　うきは市
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 6.5 ▲ 2.6 4.3 2.1

普通交付税額 ▲ 3.2 3.7 ▲ 7.1 ▲ 0.7

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.7 ▲ 2.2 ▲ 25.4 5.6

標準財政規模(c) 0.1 0.9 ▲ 3.9 0.7

算入公債費等の額(b) 5.0 ▲ 0.3 ▲ 4.8 3.4

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 1.0 1.2 ▲ 3.7 0.1

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 10.7 ▲ 0.6 ▲ 1.8 20.8

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。

単年度の実質
公債費の比率

8,880,533

3,418,946

5,296,992

3,564,422

4,921,865

H25決算 H26決算

10.32554059 9.00298105

7,480,296

H25決算

9,149,659

7,217,265

579,028

1,669,363

5,276,026

H26決算

3,509,812

5,107,530

H25決算

3,638,4993,294,605

10.87632962

H27決算 H28決算 H29決算

9.164614209.22300295

7,497,075

H27決算

1,752,992

9,157,782

H27決算 H29決算H28決算

1,747,262

528,399

7,223,8807,404,790

H26決算

540,440 416,396

1,720,4261,663,268

8,944,3069,244,337

H29決算

394,246

4,889,411

H28決算

2,442 2,436 2,434 

2,313 

2,506 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H25決算 H26決算 H27決算 H28決算 H29決算

百万円

元利償還金等（ａ）の総額及び内訳

①元利償還金 ②積立不足額

③満期一括償還債 ④公営企業債等繰入額

⑤組合等負担等額 ⑥債務負担行為

⑦一時借入金

772

683 687

650

786

10.7%
10.0%

9.5%
9.1%

9.6%
10.3%

9.2% 9.2% 9.0%

10.9%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

H25決算 H26決算 H27決算 H28決算 H29決算

百万円

一般会計等の負担額及び実質公債費比率

一般会計等の負担額

実質公債費比率（３ヶ年平均）

実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH29決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 1.1 ▲ 5.2 1.9 ▲ 1.5

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 9.0 8.7 2.1 3.4

⑤組合等負担等額 0.0 0.4 ▲ 18.3 ▲ 22.1

⑥債務負担行為 ▲ 7.6 ▲ 20.9 ▲ 49.1    皆減

⑦一時借入金

元利償還金等(a) ▲ 0.2 ▲ 3.6 0.3 ▲ 2.3

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 6.0 ▲ 1.1 7.9 ▲ 2.9

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） ▲ 3.5 ▲ 4.9 ▲ 15.1 ▲ 19.6

事業費補正（準元利）

密度補正（元利） ▲ 0.1 2.2 ▲ 1.3 ▲ 2.1

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) 3.2 ▲ 2.1 1.8 ▲ 6.5
※H26決算以降は元利と準元利の合算額です。

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 9.5 ▲ 8.5 ▲ 4.5 12.1

0

H29決算

1,386,478

0

4.81441307 5.0%15.11155624  / ３ ＝
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187,134

71,378

0

419,319
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H29決算

0
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23,583
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976,684932,606868,846
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20,508
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H27決算

419,319
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391,626

24,087
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H28決算

24,395
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1,310,275

H26決算
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0

1,742,039

427,797

1,455,489

16,079

H25決算

472,925

1,273,181 1,314,242

H26決算

7,803 23,863

1,746,106

12,989 12,004

平成28年度

1,225,671
5.38098966%

5.0%

5.38098966

＝

H29決算単年
度の実質公債

費の比率 1,225,671

－

平成29年度
の実質公債

費比率

－

(H27単年度の実質公債費比率)

(H28単年度の実質公債費比率)

(H29単年度の実質公債費比率)

4.91615351

111,606 111,654

149,483 162,892

0

宮若市

平成25年度

7.5%

平成26年度

6.1%
実質公債費比率

374,024

＝
1,644,990

9,018,271

5.4%

＝

H27決算

0 0 0 0

251,703

177,119 180,911

H28決算
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H25決算
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0

0 0 0
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＝

◎ 実質公債費比率の状況と推移



24 　　　宮若市
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 2.7 1.7 ▲ 0.8 8.3

普通交付税額 ▲ 0.3 0.1 ▲ 0.5 ▲ 13.0

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 13.0 ▲ 12.4 ▲ 18.4 ▲ 6.9

標準財政規模(c) 0.2 0.0 ▲ 1.9 ▲ 0.7

算入公債費等の額(b) 3.2 ▲ 2.1 1.8 ▲ 6.5

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 0.3 0.4 ▲ 2.5 0.3

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 9.3 ▲ 8.8 ▲ 2.1 11.8

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH29決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 11.6 ▲ 2.4 1.0 ▲ 4.4

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 2.9 0.7 1.7 ▲ 8.6

⑤組合等負担等額 ▲ 37.0 13.7 ▲ 32.6 ▲ 43.1

⑥債務負担行為 9.6 0.0 0.0 0.0

⑦一時借入金 ▲ 34.6 14.7 74.4 ▲ 22.1

元利償還金等(a) ▲ 11.7 ▲ 1.7 ▲ 0.1 ▲ 5.4

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） ▲ 6.9 1.4 4.9 ▲ 0.9

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） ▲ 8.6 ▲ 13.6 ▲ 24.8 ▲ 20.2

事業費補正（準元利）

密度補正（元利） 0.3 ▲ 0.3 0.3 ▲ 0.3

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) ▲ 7.2 ▲ 1.3 0.2 ▲ 3.2
※H26決算以降は元利と準元利の合算額です。

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 23.7 ▲ 3.0 ▲ 1.1 ▲ 12.6

0

H29決算
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0

4.88263795 4.6%14.07515580  / ３ ＝
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4.6%
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＝

H29決算単年
度の実質公債

費の比率 1,795,156

－

平成29年度
の実質公債

費比率

－

(H27単年度の実質公債費比率)
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(H29単年度の実質公債費比率)
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＝
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＝
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＝

◎ 実質公債費比率の状況と推移



25 　　　嘉麻市
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 3.0 3.6 2.9 ▲ 1.1

普通交付税額 0.1 ▲ 0.1 ▲ 3.1 ▲ 4.0

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 5.3 ▲ 4.8 ▲ 22.3 0.9

標準財政規模(c) 0.6 0.6 ▲ 2.4 ▲ 3.0

算入公債費等の額(b) ▲ 7.2 ▲ 1.3 0.2 ▲ 3.2

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

1.9 0.9 ▲ 2.8 ▲ 2.9

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 25.1 ▲ 3.9 1.8 ▲ 10.0

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH29決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 6.5 0.6 ▲ 1.3 0.0

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 4.4 2.4 5.8 ▲ 8.8

⑤組合等負担等額 ▲ 4.2 ▲ 0.7 ▲ 17.7 ▲ 54.3

⑥債務負担行為 49.5 ▲ 16.0 ▲ 1.0 22.8

⑦一時借入金 ▲ 19.8 ▲ 23.6 28.9    皆減

元利償還金等(a) 6.2 0.4 ▲ 0.8 ▲ 4.2

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 15.8 8.6 4.1 2.7

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） ▲ 12.5 ▲ 7.3 ▲ 7.8 ▲ 11.4

事業費補正（準元利）

密度補正（元利） 4.4 4.7 3.8 0.6

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) 3.5 2.8 0.2 ▲ 1.6
※H26決算以降は元利と準元利の合算額です。

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

13.2 ▲ 5.1 ▲ 3.1 ▲ 11.1

0

H29決算

2,637,167

0

8.38335002 8.1%24.48654510  / ３ ＝
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H26決算

1,665,135
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3,816,009
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H25決算
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3,592,341

77,505 115,838
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7.63388954%
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＝

H29決算単年
度の実質公債

費の比率 2,704,216

－

平成29年度
の実質公債

費比率

－

(H27単年度の実質公債費比率)
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＝
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◎ 実質公債費比率の状況と推移



26 　　　朝倉市
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 3.9 ▲ 0.1 ▲ 0.9 0.1

普通交付税額 ▲ 3.5 3.6 ▲ 0.5 ▲ 5.4

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 9.5 ▲ 4.6 ▲ 15.3 ▲ 0.7

標準財政規模(c) ▲ 0.2 1.0 ▲ 1.7 ▲ 2.2

算入公債費等の額(b) 3.5 2.8 0.2 ▲ 1.6

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 0.9 0.7 ▲ 2.1 ▲ 2.4

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

14.2 ▲ 5.8 ▲ 1.0 ▲ 8.9

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH29決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 0.6 ▲ 3.7 3.3 ▲ 9.8

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 4.2 5.3 ▲ 2.2 14.6

⑤組合等負担等額 ▲ 45.0 ▲ 0.1 ▲ 0.1 ▲ 0.8

⑥債務負担行為 ▲ 4.5 ▲ 0.5 ▲ 14.9 ▲ 54.0

⑦一時借入金 皆減    皆増 11.8 15.8

元利償還金等(a) ▲ 0.7 ▲ 2.5 1.4 ▲ 9.7

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 7.8 ▲ 0.8 1.3 ▲ 1.4

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） ▲ 6.9 ▲ 5.8 ▲ 7.4 ▲ 9.3

事業費補正（準元利）

密度補正（元利） ▲ 4.3 ▲ 2.1 ▲ 8.4 ▲ 1.3

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) 3.3 ▲ 2.1 ▲ 1.1 ▲ 3.3
※H26決算以降は元利と準元利の合算額です。

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 8.9 ▲ 3.6 7.2 ▲ 23.8
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－
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－
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◎ 実質公債費比率の状況と推移



27 　　　みやま市
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 4.3 5.1 1.6 1.2

普通交付税額 ▲ 3.2 ▲ 0.9 ▲ 2.6 ▲ 4.9

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.5 ▲ 6.7 ▲ 20.0 1.2

標準財政規模(c) ▲ 0.6 1.1 ▲ 1.8 ▲ 2.0

算入公債費等の額(b) 3.3 ▲ 2.1 ▲ 1.1 ▲ 3.3

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 1.1 1.6 ▲ 1.9 ▲ 1.9

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 7.9 ▲ 5.1 9.3 ▲ 22.3

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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元利償還金等（ａ）の総額及び内訳
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一般会計等の負担額及び実質公債費比率

一般会計等の負担額

実質公債費比率（３ヶ年平均）

実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH29決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 20.6 ▲ 16.5 ▲ 8.4 6.8

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額 ▲ 27.6 4.9 0.6 0.7

⑤組合等負担等額 ▲ 38.3 ▲ 46.9 2,549.5 ▲ 18.0

⑥債務負担行為 ▲ 23.3 ▲ 29.1 ▲ 30.6 ▲ 12.5

⑦一時借入金

元利償還金等(a) ▲ 22.1 ▲ 12.7 ▲ 6.7 5.1

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 3.0 ▲ 2.4 5.1 5.3

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） ▲ 16.5 ▲ 16.2 ▲ 3.6 ▲ 7.4

事業費補正（準元利）

密度補正（元利） ▲ 3.0 ▲ 0.9 ▲ 1.2 0.0

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) ▲ 7.2 ▲ 8.8 1.3 0.0
※H26決算以降は元利と準元利の合算額です。

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 41.7 ▲ 20.9 ▲ 25.8 21.5
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◎ 実質公債費比率の状況と推移



28 　　　糸島市
◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 1.8 4.0 4.0 1.2

普通交付税額 ▲ 5.3 ▲ 6.6 ▲ 4.4 ▲ 3.2

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 6.6 ▲ 14.4 ▲ 19.9 6.8

標準財政規模(c) ▲ 1.9 ▲ 1.8 ▲ 0.8 ▲ 0.2

算入公債費等の額(b) ▲ 7.2 ▲ 8.8 1.3 0.0

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 1.0 ▲ 0.6 ▲ 1.2 ▲ 0.2

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 41.1 ▲ 20.5 ▲ 25.0 21.8

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額
・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額
・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度
　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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一般会計等の負担額及び実質公債費比率

一般会計等の負担額

実質公債費比率（３ヶ年平均）

実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）


